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４ 歳    出 

（１）主要施策の成果 

13款 教 育 費（明細書460頁） 

教育費の支出済額は、1,201億3,094万1,618円、翌年度繰越額133億2,286万3,319円で、不用額が99億73

万1,613円となっている。 

１ 学校等における新型コロナウイルス感染症に係る対策・支援等 

教員の業務負担を軽減するため、学校運営体制整備事業では、教職員事務支援員の配置を小・中学

校153校に拡充し、障害者就業員等配置事業では、障害者就業員（チャレンジド・ワークス）の配置を

小・中学校13校に拡充し、合わせて全小・中学校へ配置した。 

校外行事運営事業では、保護者の負担軽減を図るため、修学旅行の中止や延期に伴うキャンセル料

金の補填を実施した。 

児童生徒連絡体制整備等事業では、欠席等連絡システムの導入によって学校と家庭の相互の連絡手

段を従前の電話連絡や連絡帳の手渡しから、スマートフォンアプリ又はＷｅｂサイトでの運用とし、

利便性の向上や教職員の業務負担の軽減、新型コロナウイルスの感染拡大防止に寄与した。 

学校教育活動支援事業では、臨時休業に伴う学校と児童生徒・保護者の電話連絡の体制を整備した。 

かわさき子ども元気プロジェクト事業では、中止となった修学旅行の代替行事として、市立小学校

６年生の児童を対象に、遊園地よみうりランドを利用し、小学校卒業に向けた思い出作りのイベント

を開催した。 

教育活動サポート事業では、臨時休業後に集中して、教育活動サポーターを追加配置した。 

ＧＩＧＡスクール構想端末整備事業では、義務教育段階の児童生徒に対して１人１台の端末を導入

した。 

ＧＩＧＡスクール構想推進事業では、通信環境が整っていない家庭への貸出し用として可搬型通信

機器（モバイルルータ）や障害のある児童生徒に対して入出力支援装置を導入した。 

非常勤講師配置事業では、臨時休業の影響により授業ができなかった未指導分に対して、長期休業

期間を短縮して実施するため、必要な非常勤講師を配置した。 

スクールバス増車事業では、過密化を回避するため、市立特別支援学校の児童生徒が利用するスク

ールバスを２台増車した。 

図書館システム管理事業では、非来館型サービス拡充（有料宅配貸出）のためのシステム改修を行

った。 

学校保健・安全管理事業では、学校にサーマルカメラを配置するとともに、マスクや消毒液等を配

布した。 

給食運営維持管理事業では、臨時休業期間における学校給食費（食材費）を保護者へ返還した。 

義務教育施設整備事業では、夏季に学校を開校する必要が生じた際の感染症対策及び熱中症対策と

して、空調設備が未設置の特別教室にスポットクーラーを配置したほか、全ての学校の体育館に大型

冷風扇を配置した。また、校舎内の換気対策として、サーキュレーターを配置した。 

２ 学校教育 

キャリア在り方生き方教育推進事業では、かわさきパラムーブメントのレガシーである「多様性を

尊重する社会をつくる子どもを育むまち」の形成に向けて、「かわさき共生＊共育プログラム」の実

施と関連させて推進した。また、キャリア在り方生き方ノートに加えて、キャリア・パスポートを作

成し配布した。 

児童生徒指導事業では、いじめや不登校などに対応するため、スクールカウンセラーの配置等を行

うとともに、各区に１名以上スクールソーシャルワーカーを配置し、社会福祉等の専門的な見地から

課題を抱える児童生徒への支援を充実させた。

定時制生徒自立支援事業では、川崎市立高等学校定時制課程において、多様な生徒の学習形態や進

路希望に対応した教育活動を推進し、高校を卒業した後、将来社会において自立が図れるような「自

立支援」を行うため、実施校を２校から３校に拡充した。 



読書のまち・かわさき事業では、学校図書館の充実に向けて、小学校の学校図書館への学校司書の

配置を35校から42校に拡充した。 

学校運営協議会制度推進事業では、学校運営協議会の設置校（コミュニティ・スクール）を15校か

ら21校に拡充し、学校・家庭・地域社会が一体となった学校運営の取組を推進した。 

海外帰国・外国人児童生徒等関係事業では、外国につながりのある児童生徒に対して、日本語指導

をはじめとする多様な教育的ニーズに応じた支援を行うために、支援体制を見直し、更なる充実を図

った。 

教職員の働き方・仕事の進め方改革として、部活動推進事業では、部活動指導員の配置を中学校７

校から22校に拡充した。また、教職員の勤務時間外の電話対応業務を軽減するため、留守番電話を53

校に設置し、全小・中・特別支援学校への設置を完了した。 

新学習指導要領を踏まえ、外国語指導助手の配置を101人から113人に拡充した。 

児童支援コーディネーター専任化事業では、小学校全校の専任の児童支援コーディネーターが、一

人ひとりの教育的ニーズに加え、児童虐待、貧困、外国につながりのある児童等に的確に対応した。

また、支援教育コーディネーター体制整備事業では、不登校対策等の充実を図るため、コーディネー

ターの業務を補完する後追い非常勤講師を 21 校から 31 校に拡充した。 

就学援助事業では、経済的理由で就学が困難な方に支給する就学援助費に、卒業アルバム代を追加

した。 

医療的ケア支援事業では、特別支援学校における専門医の配置、市立学校への看護師派遣等により、

医療的ケアを必要とする児童生徒一人ひとりの状況・ニーズに応じた支援を行った。 

小学校等給食運営事業及び中学校給食推進事業では、川崎らしい特色ある「健康給食」を推進する

とともに、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進した。また、令和３年度からの学校給食

費の公会計化に向けて、給食費徴収システムを構築したほか、公会計化後の業務体制を整備した。 

３ 社会教育 

民間連携推進事業では、子どもの泳力向上に向けて、地域の教育資源であるスイミングスクール等

と連携し、泳ぎが苦手な子どもを対象に水泳教室を実施した。 

学校施設有効活用事業では、地域の活動拠点として学校施設の更なる有効活用を推進する取組を進

め、市民の生涯学習環境の整備を推進した。 

地域の寺子屋事業では、地域ぐるみで子どもの学習や体験活動をサポートし、多世代で学ぶ生涯学

習の拠点づくりを進めるため、地域の寺子屋を市内55か所から65か所に拡充して開講した。 

文化財保護・啓発事業では、市内文化財の調査や保存修理等を実施した。また、国史跡橘樹官衙遺

跡群については、史跡めぐりや現地見学会等の開催による史跡の周知や、「国史跡橘樹官衙遺跡群整

備基本計画」に基づいた整備に向けた取組を推進した。 

社会教育施設長寿命化事業では、労働会館及び教育文化会館の再編整備に向けて、これまでの取組

や基本構想策定後の社会状況の変化等を踏まえ、基本計画を策定した。 

宮前市民館・図書館整備事業では、鷺沼駅前地区再開発事業に伴う市民館・図書館の移転・整備に

向けて、市民意見等を取り入れながら、基本計画を策定した。 

日本民家園及び青少年科学館では、魅力ある博物館運営を実施するとともに、令和３年度に50周年

を迎える青少年科学館においては、プラネタリウム特別番組の制作などを行った。 

４ 教育施設整備 

児童生徒の増加に対応するため、新川崎地区小学校の建設用地を取得したほか、坂戸小学校増築の

基本設計等を行った。また、「かわさきＧＩＧＡスクール構想」実現のため、すべての市立学校に高

速大容量のデータ通信が可能なネットワーク環境を整備したほか、全小学校への防犯カメラ設置やエ

レベータ整備を進めるとともに、学校トイレの快適化実施校を30校から45校に拡充するなど、教育環

境の向上を図った。さらに、学校施設の教育環境の改善と長寿命化の推進により財政支出の縮減を図

る「学校施設長期保全計画」に基づき、既存校舎等の改修による再生整備工事を実施した。あわせて、

学校防災機能整備事業として、窓ガラスの飛散防止対策など非構造部材の耐震対策の実施や非常用電

源として、蓄電池の整備を進めた。 


































